
山形県プロフェッショナル人材戦略拠点事業

対象となる方
成長戦略を掲げ、その実現を目指す県内の中堅・中小企業の経営者等

支援内容
・企業訪問等によるニーズの掘り起こしや民間人材ビジネス事業者との連携によるマッチング、プロ人材採用
　企業へのフォローアップ、副業・兼業プロ人材のマッチング支援をとおし、対象企業の成長戦略の支援とプ
　ロフェッショナル人材の地域地方への還流の促進を図ります。 
・プロフェッショナル人材の受入れに要した経費に対し、一定条件のもと県の助成措置があります。
　（問合先：山形県産業労働部商業振興・経営支援課　TEL：023-630-2354）

お問い合わせ先
山形県プロフェッショナル人材戦略拠点（公益財団法人山形県企業振興公社内）

■

■

プロフェッショナル人材の活用で成長戦略を実現したい

ものづくり・商業・サービス補助金

対象となる方
以下の要件を満たす事業計画（3～5 年）を策定し実施する中小企業・小規模事業者等。
①付加価値額の年率 3％以上向上、②給与支給総額の年率 1.5％以上向上、 ③事業場内最低賃金を地域別最低賃
金  +30 円以上向上

支援内容
新型コロナや物価高、インボイス制度等の事業環境変化への対応に加え、GX・DX などへの前向き投資や賃上
げ、海外展開を促すため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス
等の改善に必要な設備投資等を支援します。 また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンティブ
を強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化します。 
【例】通常枠：補助上限は従業員規模により750万円～1,250万円。補助率は中小企業：1/2、小規模・再生事
　　　　　　　業者：2/3。
（15次締切公募期間：2023年4月19日（水）17時～2023年7月28日（金）17時）

お問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター

■

■

経営革新に投資するチャンス！

33

経

営

支

援

経

営

支

援

金
　
　
　
融

金
　
　
　
融

税
制
／
事
業
承
継

税
制
／
事
業
承
継

ものづくり・商業・サービス補助金

対象となる方
以下の要件を満たす事業計画（3～5 年）を策定し実施する中小企業・小規模事業者等。
①付加価値額の年率 3％以上向上、②給与支給総額の年率 1.5％以上向上、 ③事業場内最低賃金を地域別最低賃
金  +30 円以上向上

支援内容
新型コロナや物価高、インボイス制度等の事業環境変化への対応に加え、GX・DX などへの前向き投資や賃上
げ、海外展開を促すため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的製品・サービスの開発又は生産プロセ
ス等の改善に必要な設備投資等を支援します。 また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンティブ
を強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化します。 
【例】通常枠：補助上限は従業員規模により750万円～1,250万円。
　　　　　　　補助率は中小企業：1/2、小規模・再生事業者：2/3。
（15次締切公募期間：2023年4月19日（水）17時～2023年7月28日（金）17時）

お問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター

■

■

経営革新に投資するチャンス！
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バイオクラスター形成促進事業

対象となる方
メタボローム解析技術等のバイオ技術を活用した新規技術・製品開発に取り組む県内企業等。

支援内容
慶應義塾大学先端生命科学研究所（慶大先端生命研）、県内の大学・公設試験研究機関等の先導的なバイオ研究
を活用した新たな産業創出を目的に、コーディネーターが産学連携、ビジネスマッチング、研究者と企業との交
流推進、共同研究の芽出しを支援します。また、慶大先端生命研との共同研究や、慶大先端生命研の研究成果を
活用して事業化に取り組む県内企業に対し、経費の一部を助成します。 
◆バイオ技術事業化促進事業助成金
　【シーズ探索型】新製品開発の可能性調査等の共同研究（助成率２／３、限度額50万円または100万円）
　 【事業化推進型】バイオ研究成果を活用し事業化を目指す研究開発（助成率１／２、限度額250万円または
　　　　　　　　　500万円）

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター　バイオ産業推進室［鶴岡市先端研究産業支援センター内］

■

■

バイオ技術を活用した技術開発・製品開発等の相談に応じ、研究開発、事業化、新事業展開、販路開拓等
の取り組みを支援します。

山形大学人材育成、産学連携事業

対象となる方
産業界、金融機関、行政ならびに教育機関の方々

支援内容
・地域を作り支える、自らイノベーション（起業化、事業化）を起こす、地域創生の担い手となる「グローバル
　リーダー」「地域貢献」を体現できるアントレプレナーシップ（起業家精神）を有する人材を山形大学がハブ
　となり育成していきます。 
・山形大学が持つ技術シーズと顧客ニーズのマッチングを支援いたします。

お問い合わせ先
国立大学法人山形大学研究・産学連携推進本部

■

■

山形大学が有する研究シーズ、研究開発力、人材育成機能の提供

99

山形大学人材育成、産学連携事業

対象となる方
産業界、金融機関、行政ならびに教育機関の方々

支援内容
・地域を作り支える、自らイノベーション（起業化、事業化）を起こす、地域創生の担い手となる「グローバル
　リーダー」「地域貢献」を体現できるアントレプレナーシップ（起業家精神）を有する人材を山形大学がハブ
　となり育成していきます。 
・山形大学が持つ技術シーズと顧客ニーズのマッチングを支援いたします。

お問い合わせ先
国立大学法人山形大学研究・産学連携推進本部

■

■

山形大学が有する研究シーズ、研究開発力、人材育成機能の提供

99
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共同研究支援研修（ＯＲＴ研修）

対象となる方
企業の研究開発の担い手となる中核技術者やリーダーを養成したい県内事業者等

支援内容
県工業技術センター職員がマンツーマンで対応し、研究開発に必要な専門技術の習得を目指します。
研修内容は、要望に応じて、工業技術センターで対応できるあらゆる分野について受け入れ可能ですので、ご相
談ください。

お問い合わせ先
山形県工業技術センター　連携支援部

■

■

技術者、技能者を養成したい

企業との共同研究、トライアル共同研究

対象となる方
○共同研究：県内外企業、各種団体 ○ トライアル共同研究：県内企業

支援内容
○共同研究：工業技術センターの設備、知見を活用して新技術・新製品開発など、企業と県とが人材、技術、経

費の面で相互に協力しながら連携して課題解決にあたります。
○トライアル共同研究：企業とともに新技術開発、工程改善、改良等の支援を行います。契約締結の手続きがな

　　く、簡便な申請と随時審査により早期に研究が開始できます。

お問い合わせ先
山形県工業技術センター　連携支援部

■

■

製品化のための研究開発に対して支援を受けたい

1111
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デザイン相談

対象となる方
デザインを活用して商品価値を高めたい県内事業者等

支援内容
東北芸術工科大学地域連携推進課、山形県工業技術センター、山形県産業技術イノベーション課では、それぞれ
の強みを活かして県内企業のデザインに関する様々な相談を受け、支援する体制の充実を図ることを目的として
「やまがたデザイン相談窓口“Ｄ-Ｌｉｎｋ”」を創設しています。
“Ｄ-Ｌｉｎｋ”では、県内企業からのデザインに関する相談へ連携して対応するとともに、デザインに関する情報
の共有・発信を行います。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　産業技術イノベーション課　産業技術振興担当

■

■

デザインを活用して商品価値を高めたい

1133

デザイン相談

対象となる方
デザインを活用して商品価値を高めたい県内事業者等

支援内容
東北芸術工科大学地域連携推進課、山形県工業技術センター、山形県産業技術イノベーション課では、それぞれ
の強みを活かして県内企業のデザインに関する様々な相談を受け、支援する体制の充実を図ることを目的として
「やまがたデザイン相談窓口“Ｄ-Ｌｉｎｋ”」を創設しています。
“Ｄ-Ｌｉｎｋ”では、県内企業からのデザインに関する相談へ連携して対応するとともに、デザインに関する情報
の共有・発信を行います。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　産業技術イノベーション課　産業技術振興担当

■

■

デザインを活用して商品価値を高めたい

障がい者雇用奨励金

対象となる方
・令和５年４月１日から同年11月30日までの間に障がい者を雇用保険被保険者として雇い入れ、雇入れ日から
3か月以上経過していること

・常時雇用する労働者数が300人未満であること
・その他の要件については県ホームページをご確認ください。

支援内容
県内事業所における障がい者の雇用を促進するため、令和５年４月１日から同年11月30日までの期間に、障が
い者の新規雇用（現に雇用している労働者が中途で障がいを有することになった後も継続して雇用する場合も含
む。）をした事業主に対して、山形県障がい者雇用奨励金を支給します。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　雇用対策担当

県ホームページで紹介→「山形県　障がい者雇用奨励金」で検索

■

■

障がいのある方を新たに雇用したい

1133
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障がい者雇用推進事業主等からの物品等調達優遇制度

対象となる方
・障がい者雇用推進事業主：競争入札参加資格者名簿に登載されていて、県内に事業所を有し、障がい者法定雇
用率(2.3％)を満たしている者。 　・障がい者支援施設等：住所又は所在地が県内にあり、国等による障害者就
労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律第２条第４項で規定する施設（就労継続支援事業所など）

支援内容
（１）指名競争入札において：県で障がい者雇用推進事業主等が供給を希望する物品等を調達するときは、入札

相手方の指名の際に、少なくとも1者は障がい者雇用推進事業主等から指名します。
（２）随意契約において：県で障がい者雇用推進事業主等が供給を希望する物品等を調達するときは、見積書の

徴収において、少なくとも1者は障がい者雇用推進事業主等を見積書徴収の相手方として選定するなどの優遇
をします。

【調達対象範囲】県の全組織で調達する物品、役務
【事業主等の登録】（１） 障がい者雇用推進事業主：申請書を雇用・産業人材育成課に御提出ください。

（２） 障がい者支援施設等：届出を雇用・産業人材育成課に御提出ください。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　雇用対策担当

県ホームページで紹介→「山形県　障がい者雇用物品」で検索

■

■

障がい者を積極的に雇用する場合の優遇制度を知りたい

製造業技術者研修

対象となる方
県内製造企業の事業者やその従業員

支援内容
県内製造企業の技術力向上のため、工業技術センター職員や外部講師による、実習を交えた基礎から応用までの
１０課程の研修を実施します。
①品質管理（6月）、②切削・研削加工（6月）、③金属材料学（11月）、④異物解析技術（10月）、⑤プラス
チック材料（9月）、⑥清酒製造技術（8、9月）、⑦食品の安全管理（7月）、⑧ノイズ対策（11月）、⑨落下
衝撃試験（10月）、⑩不良解析技術（8月）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県産業技術振興機構　技術部  研修課

■

■

技術者、技能者を養成したい

1144

障がい者雇用推進事業主等からの物品等調達優遇制度

対象となる方
・障がい者雇用推進事業主：競争入札参加資格者名簿に登載されていて、県内に事業所を有し、障がい者法定雇
用率(2.3％)を満たしている者。 　・障がい者支援施設等：住所又は所在地が県内にあり、国等による障害者就
労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律第２条第４項で規定する施設（就労継続支援事業所など）

支援内容
（１）指名競争入札において：県で障がい者雇用推進事業主等が供給を希望する物品等を調達するときは、入札

相手方の指名の際に、少なくとも1者は障がい者雇用推進事業主等から指名します。
（２）随意契約において：県で障がい者雇用推進事業主等が供給を希望する物品等を調達するときは、見積書の

徴収において、少なくとも1者は障がい者雇用推進事業主等を見積書徴収の相手方として選定するなどの優遇
をします。

【調達対象範囲】県の全組織で調達する物品、役務
【事業主等の登録】（１） 障がい者雇用推進事業主：申請書を雇用・産業人材育成課に御提出ください。

（２） 障がい者支援施設等：届出を雇用・産業人材育成課に御提出ください。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　雇用対策担当

県ホームページで紹介→「山形県　障がい者雇用物品」で検索

■

■

障がい者を積極的に雇用する場合の優遇制度を知りたい

製造業技術者研修

対象となる方
県内製造企業の事業者やその従業員

支援内容
県内製造企業の技術力向上のため、工業技術センター職員や外部講師による、実習を交えた基礎から応用までの
１０課程の研修を実施します。
①品質管理（6月）、②切削・研削加工（6月）、③金属材料学（11月）、④異物解析技術（10月）、⑤プラス
チック材料（9月）、⑥清酒製造技術（8、9月）、⑦食品の安全管理（7月）、⑧ノイズ対策（11月）、⑨落下
衝撃試験（10月）、⑩不良解析技術（8月）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県産業技術振興機構　技術部  研修課

■

■

技術者、技能者を養成したい
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産業技術短期大学校 産業技術専攻科事業

対象となる方
短大課程の修了生や在職者など （詳しい出願資格については、下記までお問い合わせください。）

支援内容
① ものづくり改善コース：実際の現場の管理や改善を通して、生産管理や生産改善を進めるために必要な知識や

スキルを修得します。
② 課題対応コース：本校専門課程で教育を行っている機械・電子・組込み技術・情報・建築・設備・土木などの

中から、各自の課題に応じて、より高度な技術スキルを持った人材を育成します。
【訓練期間】１年間　　　　【開設時期】令和６年４月　 　【定員】10名　
授業料等については、下記までお問い合わせください。

お問い合わせ先
山形県立産業技術短期大学校

■

■

技術者、技能者を養成したい

ものづくり産業マネジメント人材育成事業

対象となる方
県内ものづくり企業の企業経営者、管理部門リーダー、現場リーダー等

支援内容
○企業価値を創出するとともに取引拡大により持続的な成長をはかるよう、社員一人ひとりが輝く豊かな企業づ

くりを目指す研修を実施します。
○ものづくり産業マネジメント人材育成研修（9月～11月）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県産業技術振興機構　技術部  研修課

■

■

ポストコロナ時代の変革に柔軟に対応できるマネジメント人材を育成したい
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生産現場改善アドバイザー指導事業

対象となる方
（１）県内に生産拠点を持つ企業であること、（２）次世代自動車関連へ参入している、又は、今後参入する意
欲を有する企業であること、（３）生産現場の改善を図る目的・目標が明確であること、（４）生産現場改善ア
ドバイザーの支援・指導により、生産現場の改善が見込まれること

支援内容
生産現場改善アドバイザーの派遣により、改善のノウハウや担当する人材の育成、社内機運の醸成等を図ること
を目的とします。
【募集企業数】4社程度
【負   担   金】14,000円／回（税込）…1回あたりの派遣経費42,000円の2/3を公社が負担します。

※4回目までは無料、旅費は公社負担
【派 遣 回 数】12回以内（1回あたり4時間程度）
【申 し 込 み】随時（※予算の都合上、対象企業数には限りがあります）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社 　創業・経営支援部　取引支援グループ

■

■

次世代自動車関連産業へ参入するため、生産現場改善に関する支援・指導を受けたい

成長分野参入人材育成事業

対象となる方
成長分野の取引拡大、参入に関心のある県内ものづくり企業の経営者、管理者及び現場リーダー等
（ただし、「ものづくり人材初級研修」については就業1～3年目程度の初級研修が必要な方）

支援内容
成長分野への参入を目指す企業における生産効率向上と現場リーダーの資質向上に必要な手法やマインド等に関
する知識の習得を図るため下記研修を開催します。
①発想力・思考力強化研修（5月）②在庫管理研修（6月）③生産改善研修（7月）④生産管理研修（8月）
⑤TWI研修（9月）⑥ものづくり人材初級研修（10月）⑦現場リーダースキルアップ研修（女性リーダー対象）
（11月）⑧現場リーダースキルアップ研修（一般リーダー対象）（12月）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県産業技術振興機構　技術部  研修課

■

■

成長分野参入に向け生産効率を向上させたい
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3 創業人材育成事業（創業塾、経営革新塾）

対象となる方
１創業塾　　　創業準備中の方や、将来、創業を考えている方どなたでも参加できます
２経営革新塾　法人又は個人事業主として事業を営んでいる経営者・後継者の方で、新事業展開・新市場開拓・

　新商品、新技術、新サービス開発・下請脱却・既存事業の経営向上を目指す方

支援内容
１創業塾　 　事業を開始するための心構え、ビジネスプラン（事業計画）の作成、融資制度や創業事例の紹介

　など、実際の創業に役立つ内容で行う講座です。
　土日を中心に、オンラインで合計30時間程度開催します。
　【受講料】無料　【期間】8月下旬～9月上旬

２経営革新塾　経営戦略、組織マネジメント、マーケティング等の知識・ノウハウを習得し、中長期的な経営計
　画若しくは付加価値向上のためのビジネスプランを完成させるために行う講座。 
　県内4～7箇所で合計20時間程度で開催します。
　【受講料】 ５，０００円程度

お問い合わせ先
１創業塾：山形県商工会連合会　企業支援課 　　２経営革新塾：最寄りの商工会

■

■

創業・企業・事業再構築に関する基本知識を習得したい

2200

39 次世代自動車参入カーボンニュートラル対応支援事業

対象となる方
（１）県内に生産拠点を持つ企業であること、（２）次世代自動車関連へ参入している、又は、今後参入する意
欲を有する企業であること、（３）カーボンニュートラル対応を図る目的・目標が明確であること、（４）当事
業の支援により、中長期的なカーボンニュートラル達成に向けた計画策定が可能であること

支援内容
エネルギー管理士等の資格を有する専門家の派遣により、企業のカーボンニュートラル達成に向けた伴走支援を
行うことを目的とします。
【募集企業数】5社程度
【負担金】200,000円（一式・税込）…経費約600,000円の2/3を公社が負担します。
【派遣回数】5回程度（1回あたり3時間程度）
【申し込み】令和5年5月19日(金)　※予定の企業数に達しない場合、予算の範囲内で随時受け付けます。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　取引支援グループ　

■

■

次世代自動車関連産業へ参入するため、カーボンニュートラル達成に向けた支援を受けたい

34 やまがたチャレンジ創業応援事業

対象となる方
県内で創業を志す方、創業して間もない方

支援内容
商工会議所を中心に県内の商工支援団体等を構成員とする「創業支援ネットワーク」を実施主体とし、創業を志
す方または創業して間もない方へ創業時に要する一部を助成するなど、創業準備段階から経営安定まで一貫した
伴走支援を行う。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　産業創造振興課　スタートアップ推進室

■

■

創業準備段階から経営安定までの一貫した支援を受けたい

1199

24 25

経

営

支

援

経

営

支

援

金
　
　
　
融

金
　
　
　
融

税
制
／
事
業
承
継

税
制
／
事
業
承
継



農林漁家民宿・レストラン人材育成支援事業

対象となる方
県内で農林漁家民宿・レストランを開業したい方、既に開業しており利用者を増やしたい方

支援内容
開業支援のための研修会や、先行事例発表会、PR手法の研修会を開催します。
実施内容・時期については、下記までお気軽にお問い合わせください。

お問い合わせ先

山形県農林水産部　県産米・農産物ブランド推進課　米粉・食品開発担当

■

■

農家民宿・農家レストランを開業したい、利用者を増やしたい
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観光業専門アドバイザー派遣事業

対象となる方
山形県内の観光事業者（宿泊施設、観光立寄施設、観光協会等（DMO、DMCを含む））

支援内容
観光業に精通したアドバイザーを派遣し、デジタル技術を活用した経営効率化や新たなサービス、付加価値創出
につながる取組み、ワーケーションやマイクロツーリズム、ユニバーサルツーリズムに対応した受け入れ態勢の
整備や新商品の開発等、高付加価値化に向けた取組み、事業計画、財務計画等の策定支援、改善指導等、経営改
善等に向けた取組みについて、伴走支援を行います。

お問い合わせ先
観光業専門アドバイザー派遣事業　運営事務局

■

■

観光業におけるDX推進や高付加価値化、経営改善を図りたい。

2266
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地場産業等振興事業費補助金

対象となる方
地場産業等（歴史、風土、経営資源などにより地域に根ざした中小企業群若しくはこれに類するもの）の振興に
取組む組合等や地域グループ

支援内容
①販路開拓事業：市場調査、商品の改良、展示会等の開催又は展示会出展等の顧客獲得に係る事業
　　　　　　　　（補助率1/2・上限1,000千円） 
②後継者育成事業：若手従事者（概ね50歳未満）のための研修事業や、将来の従事者の確保を目的とした研修事
　　　　　　　　　業等（補助率1/2・上限500千円） 
③若手担い手による販路開拓事業：若手従事者（概ね50歳未満）が中心となって取り組む販路開拓にかかる事業
　　　　　　　　　　　　　　　　（補助率1/2・上限500千円）

お問い合わせ先
山形県産業労働部　県産品流通戦略課 ふるさと産業振興担当

■

■

地場産業の販路拡大の支援を受けたい

地場産業等振興プラットフォーム

対象となる方
地場産業等振興事業費補助金の採択事業者

支援内容
①地場産業等の補助事業採択に関する審査 
②補助事業実施事業者等に対する助言指導 
③その他、広く地場産業等の振興、活性化のための助言指導等 
　【費用】　無料

お問い合わせ先
山形県産業労働部　県産品流通戦略課 ふるさと産業振興担当

■

■

地場産業の振興のために支援を受けたい

3311
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職場環境改善アドバイザー派遣事業

対象となる方
県内の常用雇用者100人以下の企業

支援内容
「職場環境改善アドバイザー（社会保険労務士）」が企業を訪問し、働きやすい職場環境づくりに関するアドバ
イスを行います。 
１　多様な正社員制度等の普及啓発及び導入にあたって助言を行います。 
２　育児・介護休業の充実など女性労働者の職場環境改善に向けた指導・助言を行います。 
３　働き方改革に取り組むにあたり、活用可能な国や県の各種助成制度の周知を行います。 
４　労働者の支援に係る法制度の周知啓発及び就業規則の変更等について助言を行います。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　働く女性サポート室

県ホームページで紹介→「山形県　職場環境改善」で検索

■

■

働きやすい職場をつくりたい

建設産業担い手確保育成支援事業費補助金

対象となる方
建設工事業や建設関連業を営む山形県内の企業から構成され、山形県内に事務局を有する団体

支援内容
建設業及び建設関連業に携わる団体において、技能労働者等の担い手確保育成に向けた事業（①動画・ポスター
制作、②出前講座・出張就職説明会の実施、③合同企業説明会の開催、④小中学生対象のイベント開催等）を
行った場合、その経費の一部を助成します。 
【補助率】補助対象経費の1／2以内 
【補助上限額】20万円

お問い合わせ先
山形県　県土整備部　建設企画課　建設業振興担当

■

■

建設現場で働く労働者の確保・育成に取り組みたい

3366

建設産業担い手確保育成支援事業費補助金

対象となる方
建設工事業や建設関連業を営む山形県内の企業から構成され、山形県内に事務局を有する団体

支援内容
建設業及び建設関連業に携わる団体において、技能労働者等の担い手確保育成に向けた事業（①動画・ポスター
制作、②出前講座・出張就職説明会の実施、③合同企業説明会の開催、④小中学生対象のイベント開催等）を
行った場合、その経費の一部を助成します。 
【補助率】補助対象経費の1／2以内 
【補助上限額】20万円

お問い合わせ先
山形県　県土整備部　建設企画課　建設業振興担当

■

■

建設現場で働く労働者の確保・育成に取り組みたい

3366

44 45

経

営

支

援

金
　
　
　
融

税
制
／
事
業
承
継

経

営

支

援

金
　
　
　
融

税
制
／
事
業
承
継



やまがた21人財バンク

対象となる方
○山形県にＵ・Ｉターンして転職・就職したい方や山形県内在住の企業を退職された方 
○山形県内の求人企業

支援内容
○山形県内で仕事をお探しの方と、人財をお探しの山形県内企業とのマッチングをホームページ上で支援しま
　す。 
○人財バンクのホームページへアクセスし、「企業・求人情報」または「求職者情報」をご登録ください。
　気になる企業や人財へアプローチを行うことができます。
※採用にいたった際も料金はかかりません。 
※登録していただいた個人情報は本事業以外の目的に使用することはございません。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社（やまがた21人財バンク）

■

■

山形県で転職・就職したい、従業員を採用したい（即戦力となるＵＩターン者、企業ＯＢ等）

賃金向上推進事業支援金

対象となる方
県内に事業所のある中小企業等又は社会福祉法人

支援内容
１　賃金アップコース ：事業所内の、50歳未満の女性非正規雇用労働者の賃金（時給）を50円以上引き上げた
　　　　　　　　　　　場合、一人につき5万円を支給します。 
２　正社員化コース 　：事業所内の、50歳未満の女性非正規雇用労働者を正社員に転換した場合、一人につき
　　　　　　　　　　　10万円を支給します。
　　　　　　　　　　　さらに、対象者が就職氷河期世代の場合は、一人につき10万円を上乗せ支給します。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　働く女性サポート室

県ホームページで紹介　→　「山形県　賃金向上推進事業」で検索

■

■

女性非正規雇用労働者の賃金向上・正社員化に取り組みたい
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山形県移住・就業支援マッチングサイト

対象となる方
①若者をはじめとする高度人材を主なターゲットとして山形県外からのＵＩターン求人を積極的に行う法人（県
内中小企業等） ②週２０時間以上の無期雇用の求人（新規の雇用） 
※①及び②を満たす必要あり　※その他要件あり

支援内容
当サイトに掲載された県内中小企業等が行う求人に応募・就業した移住者に対して、移住支援金（世帯100万
円、単身60万円、18歳未満の世帯員がいる場合、18歳未満１人あたり100万円を加算）が市町村窓口を通じて
支給されます。

お問い合わせ先
山形県みらい企画創造部 移住定住・地域活力創生課

■

■

従業員を採用したい（東京圏からの移住希望者）

やまがた就職促進奨学金返還支援事業（産業人材確保枠）

対象となる方
①県内に事業所を有する法人または個人事業主 
②県内企業等を中心とした共同体組織または県内企業等を支援する団体

支援内容
御登録いただいた企業や団体等に、認定を受けた学生 （企業等の人材ニーズに応じて、就職内定前の学生を県が
募集） が就業・定着すると、県と企業等が経費を負担して奨学金の返還を支援します。4年制大学卒業者の場
合、最大124万8千円を助成し、県が半額を負担します。採用活動の際の企業PRや新卒者の早期離職防止につな
がります。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　産業創造振興課　地域産業振興担当

■

■

奨学金返還支援事業を活用して優秀な学生の採用につなげたい

3388
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事業主支援事業

対象となる方
雇用保険適用事業主

支援内容
１．能力開発支援　【山形職業能力開発促進センター】
　企業の人材育成に関する相談支援から、課題に合わせた職業訓練の提案・実施まで、企業の人材育成を総合的
　に支援しています。 
　・在職者訓練（能力開発セミナー）　・生産性向上支援訓練　・職業訓練指導員派遣、施設設備貸与 
２．高年齢者及び障害者の雇用に関する支援　【山形支部 高齢・障害者業務課】 
３．障害者雇用に関する事業主への支援　【山形障害者職業センター】

お問い合わせ先
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構　山形支部/山形職業能力開発促進センター/山形障害者職業センター

■

■

企業の人材育成・確保に関する総合的な支援を行います。

3399

山形ワークフェス in 東京

対象となる方
山形県内に事業所を有する企業

支援内容
首都圏をはじめとした県外の大学等へ進学した若者等を対象に、県内企業の情報を直接提供する場を設定し、Ｕ
ＩJターン希望者の企業理解を深めることで県内企業の優秀な人材確保を促進します。
【開催内容】（１）企業ブースを設置し、来場した学生等に対してプレゼンテーション・個別面談等による企業
　　　　　　　説明を実施します。　　（２）参加できない企業向けに資料提供スペースを設置します。
【開催時期】令和６年３月（予定）
【参加対象学生】山形県内の企業に就職を希望する令和７年３月卒業予定の学生（大学３年生等） 
【参加企業】参加企業は公募のうえ決定します。※参加費用は無料です。

お問い合わせ先

山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　雇用対策担当

■

■

従業員を採用したい（就職を希望する学生等）

3399
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職業能力開発支援事業

対象となる方
庄内地域の企業で働いている方

支援内容
◆仕事に必要な技術、技能及び知識を習得する各種の教育訓練や研修・セミナーを実施しています。
【品質管理・生産改善講座】品質管理、なぜなぜ分析、段取り改善、改善魂のある職場づくり、ヒューマンエ
　　　　　　　　　　　　　ラー対策、５Ｓ推進、機械保全技能検定対策 
【階層別講座】若手社員研修、中堅社員研修、職場リーダー研修、管理者研修 
【ビジネススキルアップ講座】接客・接遇ブラッシュアップ、説明力向上、コーチング、レジリエンス、ＯＪＴ
　　　　　　　　　　　　　　指導者、リーダーシップ強化、クリティカルシンキング、メンタルヘルス、デー
　　　　　　　　　　　　　　タベース、EXCEL VBAプログラミング
・受講料（参考）／１日講座6,000円　２日講座12,000円

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター

0235-23-2200㈹

■

■

仕事に役立つチカラがつく！　従業員のスキルアップと職場活性化に効果のある研修・セミナーを実施し
ます。

認定職業訓練助成事業

対象となる方
【助成対象】 中小企業事業主及びその団体 　【参加対象】 中小企業事業主等に雇用されている社員

支援内容
県が認定した職業訓練※を行う中小企業及びその団体に対し、その訓練に要する経費の一部を助成するもので
す。なお、中小企業事業主は、他の中小企業事業主等が行う上記訓練に対して自社の社員を参加させることもで
きます。
※県が認定した職業訓練とは、中小企業及びその団体が実施する職業訓練の教科、訓練期間、設備等が厚生労働
　省令で定める基準に適合していることを、中小企業及びその団体からの申請に基づき県が認定した職業訓練で
　す。
【留意事項】助成を受けるためには補助要件を満たしている必要があります。補助要件については、担当部署ま
　　　　　　でお問い合わせください。

お問い合わせ先

山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　産業人材育成担当

■

■

人材育成や経営能力の向上を図りたい

4400
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在職者訓練

対象となる方
社会人の方で各講座に参加可能な方

支援内容
県立職業能力開発施設において働きながら技能習得、スキルアップができる各種講座を実施します。
①公開講座＜令和５年度４４コース実施予定＞※詳細は各施設のホームページにアクセスして下さい。
○主な講座　機械工学セミナー、管理会計の基礎（会場：産業技術短期大学校、産業技術短期大学校庄内校）
②向上訓練＜令和５年度５５コース実施予定＞※詳細は各施設のホームページにアクセスして下さい。
○主な講座　エクセル基礎、アーク溶接特別教育（会場：山形職業能力開発専門校、庄内職業能力開発セン
　　　　　　ター）

お問い合わせ先

山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　産業人材育成担当

■

■

従業員の能力や技術力をレベルアップしたい

4411

デジタル人材スキルアップ事業

対象となる方
県内企業の在職者等で、生産性向上やDX推進等のため、デジタル技術の利活用について学び、スキルアップを
目指す方

支援内容
デジタル技術に関するスキル習得のための研修を実施します。 受講料は無料です。
○基礎研修（デジタル技術を活用した仕事に必要な基礎を学ぶもの）…2コース、各12時間、各20人 
○実践研修（デジタル技術を活用して行う実務を学ぶもの）…2コース、各12時間、各20人

お問い合わせ先

山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　産業人材育成担当

■

■

デジタル技術利活用のためのスキルを学びたい

4411
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労使間の紛争解決

対象となる方
・県内に所在する事業所に勤務している労働者（過去に勤務していた方も含む）　
・県内に所在する労働組合など労働者団体　・県内に所在する事業所の事業主

支援内容
・労働組合と使用者の間で、労働問題（賃金、退職、解雇、パワハラ等）に関する主張が一致せず、自主的な解
　決が望めない場合に、労働委員会委員が紛争解決のお手伝いをします。 
・具体的には、あっせん申請を受け、労働委員会委員が当事者双方から丁寧にお話しをお聞きし、公正・中立な
　立場で問題点を整理し、双方が歩み寄れる合意点を探し、解決を促す「あっせん」を開催します。 
・あっせんに当たっては、労働委員会委員の公益委員・労働者委員・使用者委員が１名ずつあっせん員となり、
　解決に向けて、懇切丁寧にサポ

お問い合わせ先
山形県労働委員会

■

■

合意に至らない労使紛争を解決したい

新規輸出１万者支援プログラム

対象となる方
これから輸出を考え始める方から、すでに輸出をされている方まで

支援内容
これから輸出を考え始める方から、すでに輸出をされている方まで幅広いご相談を対象とし、段階に応じた最適
な支援策の提案を通して事業者の皆様の取組を一気通貫で支援するプログラムです。
登録後、ジェトロの専門家が個別にカウンセリングして支援策を提案いたします。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

輸出を始めたい方、新しい販路を開拓したい方、お気軽にご相談ください

4422

労使間の紛争解決

対象となる方
・県内に所在する事業所に勤務している労働者（過去に勤務していた方も含む）　
・県内に所在する労働組合など労働者団体　・県内に所在する事業所の事業主

支援内容
・労働組合と使用者の間で、労働問題（賃金、退職、解雇、パワハラ等）に関する主張が一致せず、自主的な解
　決が望めない場合に、労働委員会委員が紛争解決のお手伝いをします。 
・具体的には、あっせん申請を受け、労働委員会委員が当事者双方から丁寧にお話しをお聞きし、公正・中立な
　立場で問題点を整理し、双方が歩み寄れる合意点を探し、解決を促す「あっせん」を開催します。 
・あっせんに当たっては、労働委員会委員の公益委員・労働者委員・使用者委員が１名ずつあっせん員となり、
　解決に向けて、懇切丁寧にサポートします。
・費用は無料。プライバシーは保護されます。

お問い合わせ先
山形県労働委員会

■

■

合意に至らない労使紛争を解決したい

4422
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中⼩企業海外ビジネス⼈材育成塾

対象となる方
自社事業の海外展開（輸出、海外進出等）を担う人材を育成したい中小企業の方

支援内容
ビジネス戦略の立て方や自社の商品・ビジネスに関する分析、商談スキルの習得、プレゼン資料の作成など、自
社事業の海外展開を担うために必要な能力を高める研修を実施します。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

約3か月の研修を通じて、情報収集や戦略策定、商談などの海外ビジネスの基礎力を鍛えます。

4433

貿易実務オンライン講座

対象となる方
貿易実務に関心をお持ちの方

支援内容
貿易実務について、オンラインで実践的、体系的に学べる講座です。受講期間中であれば何度でも受講でき、
ジェトロの貿易実務専門のアドバイザーに質問することもできます。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

輸出入取引に必要な知識を学ぶeラーニング

中⼩企業海外ビジネス⼈材育成塾

対象となる方
自社事業の海外展開（輸出、海外進出等）を担う人材を育成したい中小企業の方

支援内容
ビジネス戦略の立て方や自社の商品・ビジネスに関する分析、商談スキルの習得、プレゼン資料の作成など、自
社事業の海外展開を担うために必要な能力を高める研修を実施します

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

約3か月の研修を通じて、情報収集や戦略策定、商談などの海外ビジネスの基礎力を鍛えます。

4433
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海外展開における高度外国人材の活躍支援

対象となる方
高度外国人材の採用をお考えの企業

支援内容
高度外国人材の活用（準備、採用、受入、定着）を、3つのプログラムからなるパッケージで支援します。
同時に、ジェトロの専門相談員が寄り添いながら、各社の現状、課題、目標を把握し、高度外国人材活用で結果
を出すお手伝いをします。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

高度外国人材に関連したワンストップサービスを提供します。

山形県国際経済振興機構（国際機構）による支援

対象となる方
海外ビジネスに取り組もうとする県内事業者又は海外販路開拓に取り組む県内事業者

支援内容
山形県内事業者の県産品輸出や海外でのビジネス展開を支援しており、海外ビジネスに役立つ各種サービスを用
意しております。
◆支援内容
１．海外販路開拓助成事業（一般会員限定）
　（１）海外渡航費助成　（２）商談会・見本市等出展費助成　（３）越境ＥＣモール出店費助成　　
　（４）販売促進ツール開発費助成　（５）海外市場調査費等助成　（６）輸出仕向国の法規制対応費用助成
　（７）外国出願費用助成
２．相談受付サービス　　３．情報提供サービス（会員限定）　　４．取引支援　　５．販路開拓サポート　　
※

お問い合わせ先
一般社団法人　山形県国際経済振興機構（国際機構）

■

■

海外展開のための支援を受けたい

4444
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山形県国際経済振興機構（国際機構）による支援

対象となる方
海外ビジネスに取り組もうとする県内事業者又は海外販路開拓に取り組む県内事業者

支援内容
山形県内事業者の県産品輸出や海外でのビジネス展開を支援しており、海外ビジネスに役立つ各種サービスを用
意しております。
◆支援内容
１．海外販路開拓助成事業（一般会員限定）
　（１）海外渡航費助成　（２）商談会・見本市等出展費助成　（３）越境ＥＣモール出店費助成　　
　（４）販売促進ツール開発費助成　（５）海外市場調査費等助成　（６）輸出仕向国の法規制対応費用助成
　（７）外国出願費用助成
２．相談受付サービス　　３．情報提供サービス（会員限定）　　４．取引支援　　５．販路開拓サポート　　
※詳細はホームページをご覧ください（URL：https://www.yamagata-export.jp/support/index.html）

お問い合わせ先
一般社団法人　山形県国際経済振興機構（国際機構）

■

■

海外展開のための支援を受けたい

4444
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